
基安発 0925第 1号

平成21年 9月25日

大臣官房国際課長殿

労働基準局安全衛生部長

(公印省略)

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令の一部改正に関するWTO事務局への

通報について(依頼)

貿易の技術的障害に関する協定 (WTO・TBT協定)の趣旨を踏まえ、標記の件に関し、

下記について外務省への通報方依頼する。

日い
き
ロ

1 同協定第2条第9. 1に基づき、別添1につき、通商弘報に掲載する件

2 同協定第2条第9. 2に基づき、別添2につき、 WTO事務局へ通報する件



(別添 1) 

規格・基準などの事前意図公告

[この公告は、 TBT協定第2条 9. 1に基づくものです。]

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令の一部改正について

下記のとおり、労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令の一部を改正する予定です

のでお知らせします。本件に関し御意見のある場合には、理由を付して下記連絡先まで文

書で御提出下さい。

( 電話による意見の提 出 は 御 遠 慮 下 さ い。)

なお、御意見に対して個別に回答はいたしかねますので、その旨御了承願います。

記

1 件名

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令の一部改正について

2 対象品目

石綿を含有する製品

3 趣旨

製造等禁止が猶予されている化学工業等の施設で使用される石綿含有製品のうち、一

部の製品について製造等を禁止する(詳細は別紙のとおり)。

4 施行予定日

未定

5 意見提出先

厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課衛生対策班

干100-8916 東京都千代田区霞が関 1-2-2

電話番号 03-5253'1111 (内線 5516)

FAX番号:03-3502-1598 

6 意見提出期限

平成21年 12月 11日必着(外務省通報後 11週間後)



¥ 

月IJ紙

適用除外製品等の見直しについて

現在、製造等の禁止の規定の適用が当分の間猶予されている製品(適用除外製品等)を、

以下表の現行の欄から改正後の欄のとおり改正する。

[改正点]

1 用途・条件の現行の欄の 1のイの r2000C以上」を r300
0
C以上」に、

を r1 ~ 3 Jに修正する。(下線部分)

5の r1 ~ 4J 

2 用途・条件の現行の欄の 4について削除する。(下線網掛け部分)

用途・条件
製品名

現行

ヨイントシー|イ 圏内の既存の化学工業の用|イ 圏内の既存の化学工業の用

トガスケット | に供する施設の設備の接合部| に供する施設の設備の接合部

分に使用されるもので 3000cI 分に使用されるもので

旦よの温度の流体を取り扱う| 且よの温度の流体を取り扱う

部分に使用されるもの l 部分に使用されるもの

口 圏内の既存の化学工業の用j口 国内の既存の化学工業の用

に供する施設の設備の接合部iに供する施設の設備の接合部

分に使用されるもので径 15001 分に使用されるもので径

mm以上の大きさのもの m m以上の大きさのもの

うず巻き形ガス| 圏内の既存の化学工業の用に| 国内の既存の化学工業の用に

ケット |供する施設の設備の接合部分lこ|供する施設の設備の接合部分に

使用されるもので 4000C以上の|使用されるもので 4000C以上の

温度の流体又は 3000C以上|温度の流体又は 3000C以上

400
0
C未満の温度の酸化性の流1400

0
C未満の温度の酸化性の流

体(硝酸、 E硝酸、硫酸又はそれ|体(硝酸、 E硝酸、硫酸又はそ

ぞれの塩)を取り扱う部分に使用|ぞれの塩)を取り扱う部分に使用

されるもの |されるもの

31グランドパッキ| 圏内の既存の化学工業の用に| 園内の既存の化学工業の用に

ン |供する施設の設備の接合部分に|供する施設の設備の接合部分に

41断熱材

51原材料

されるもので 4000C以上の|使用されるもので 4000C以上の

温度の流体又は 300
0
C以上|温度の流体又は 300

0
C以上

400
0
C未満の温度の酸化性の流1400

0
C未満の温度の酸化性の流

体(硝酸、亜硝酸、硫酸又はそれ|体(硝酸、 E硝酸、硫酸又はそれ

ぞれの塩)を取り扱う部分に使用|ぞれの塩)を取り扱う部分に使用

されるもの |されるもの

1~3 の製品の原料文は材料 1 1~4 の製品の原料又は

として使用されるもの lとして使用されるもの

※ 適用除外製品等は、労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令(平成 18年政令第257号)

附則第3条に掲げられている。



(別添2)

項 目 内 打令ヤl" 

1.国名 日本国

2.所管課 厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課

3.協定根拠 第 2条第 9.2

4 対象品目及び関税番号 石綿を含有する製品

5.件名 労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令の一部

改正

6. 内容 L 平成 18年9月 1日よりアスベスト含有製品につい

て製造等を広く禁止した (G/TBT肘lJPNI166)が、

製造等禁止が猶予されている化学工業等の施設で使

用される石綿含有製品のうち、一部の製品について製

造等を禁止する。

7. 目的 石綿を取り扱う労働者の健康障害防止の観点から労

働安全衛生法施行令の一部を改正するものである。

8. 関係文書 労働安全衛生法令、改正された時に官報に公示する。

9 制定予定日及び実施予 制定予定日 未定

定日 実施予定日:未定

10.意見提出期限 平成21年 12月 11日(外務省通報後 11週間後)

11.資料入手先 厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課

住所 〒100"8916 東京都千代田区霞が関 1"2・2

電話 +81"3"5253"1111(内線 5516)

F必C +81"3"3502"1598 


